
• 社長の長谷川でございます。
• 本日はお忙しいところ、弊社決算説明会にご参加いただきまして誠にあ

りがとうございます。
• また、今回は、新型コロナウイルス感染防止の観点からWeb会議での

開催とさせていただきました。
• 何卒ご理解のほどよろしくお願い申し上げます。
• それでは資料に基づきご説明させていただきます。







• まず、20.3期決算の概要につきましてご説明致します。プレゼンをお持
ちの方は3ページをご覧ください。

• 20.3期につきましては、第3四半期までは概ね想定通りに推移いたし
ましたが、第4四半期に入り、新型コロナウイルス感染拡大に伴う大幅
な需要減に見舞われ、ご覧の通り、通期では収益、利益共に対前年、
対計画で大きく下回りました。

• なお、新型コロナウイルスに伴う20.3期の減収影響は、鉄道事業にお
きまして、インバウンドの運輸収入減も含め約▲400億円、非鉄道事
業におきまして約▲150億円あったとみております。

• 20.3期決算としましては、上期の好調もあり、最終的に893億円の当
期純利益を確保できましたが、予想を大きく下回ったことから、大変遺
憾ではございますが、これまで1株95円と予想しておりました20.3期末
の配当については、前期末の配当と同額の1株87.5円とさせていただ
きます。

• なお、既にお支払いしている中間配当1株95円と合わせますと、20.3
期通期の配当は1株182.5円となり、対前期比で7.5円の増配となり
ます。



• 次に4ページをご覧ください。足元の状況をご説明いたします。
• まず、鉄道事業につきましては、新型コロナウイルス感染拡大に伴い、月

を追うごとにご利用が低迷しております。
• 4月のご利用状況につきましては、26日までの対前年同日比で山陽新

幹線が14％でございます。
• また、4月24日から30日までの直近1週間では、昨年のゴールデン

ウィーク好調の反動もあり、同じく山陽新幹線の速報値で対前年5%と
なっております。

• 経営的には大変厳しい状況になっており、株主の皆様にも大変ご心配
いただいていることと存じますが、緊急事態宣言下においてステイホーム
の成果が出ているということでもあり、少しでも早い収束につながることを
期待しております。



• 次に5ページをご覧ください。
• 非鉄道事業につきましては、基本的に、コンビニエンスストアやスーパー

等、沿線のお客様の生活維持に必要な一部店舗を除きまして、緊急
事態宣言発令中の5月6日までを休業としております。

• また、ホテルにつきましても一部のヴィアイン、ヴィスキオ等につきましては、
感染拡大防止の観点からも、当面の間、一時休業といたしました。



• 次に6ページをご覧ください。
• このような厳しい状況におきまして、当社の基本スタンスとして4つを掲げております。具体的

には、①社会インフラ企業としての使命を守る、②お客様、社員の安全を守る、③雇用を
守る、④サプライチェーンを守る、でございます。

• そして、事業運営にあたりましては、打てる手立ては迅速に打ち最善を尽くす所存でござい
ます。以下、大きく分けて3点の取り組みを進めてまいります。

• まずは列車本数の削減でございます。
• 既に発表の通り、多くの列車で減便を実施しております。例えば、新幹線につきましては、4

月24日から当面の間、全ての臨時列車を運休しております。今後も、ご利用状況を見な
がら更なるダイヤの削減を検討しているところです。

• 次に費用削減、投資抑制、短期雇用調整でございます。
• 現在、経営の根幹でございます安全の維持を前提に、グループを挙げてコスト削減、投資

精査に努めておりますが、一方で、次代に向けた必要な施策は峻別して実行してまいりま
す。また、雇用維持を前提に、感染防止の観点からも、一部のグループ会社においては、
既に一時帰休などの短期的な雇用調整を行っており、状況を見ながら当社も含め対象拡
大を検討しております。

• 次に資金面でございます。
• まず、長期資金につきましては、順次調達を進めております。
• また、短期資金につきましても、CPにつきましては、既に合計1,000億円を発行済みでご

ざいますが、発行限度枠を増額する手続きを進めているところでございます。
• 加えて、融資枠1,300億円を確保しておりますコミットメントラインにつきましても、融資枠

拡大に向けて金融機関と詰めを行っている状況でございます。引き続き、長期・短期合わ
せて必要資金の調達に万全を期してまいります。

• なお、既に発表の通り、常勤の取締役につきましては、4月から当分の間、月額報酬の
10％を自主返上することとしました。今後さらに経営状況を見て適切に判断いたします。



• 最後に、7ページをご覧ください。
• まず、現状につきましては、財務面におきまして、会社発足以来、最大の危機であると認識しており

ます。
• お客様のご利用の落ち込みが極めて大きいことに加え、こうした事態がいつまで続くのか、また回復

にどの程度の期間を要するのかを見通すことが極めて困難な情勢でございます。いずれにしましても、
財務面においては、かつて経験したことのない成績になることは覚悟しているものの、その幅を見通
すことすら困難でございます。

• 従いまして、現時点において、減収額やそれに対応する諸々の対策も含めた全体の収支計画を
合理的に見積もることが困難であり、大変遺憾ではございますが、21.3期業績予想および配当
予想につきましては未定とさせていただきます。

• また、中期経営計画、安全考動計画につきましては、現在3年目に入っておりますが、最重要課
題である鉄道の安全につきましては、安全考動計画に基づき着実に実行してまいります。

• 一方、中期経営計画につきましては、現下の状況に鑑み、数値目標、設備投資計画、財務戦
略等に関しましてスケジュールも含め見直すことといたします。

• 中計見直しにつきましては、まずは、回復期以降へ備えるべく、顧客の行動変化なども考慮したう
えで西日本エリアにおいて徹底した需要喚起策を準備し、重点的に資源配分すると共に、将来的
に十分にリターンを見込める案件への投資は着実に進めてまいります。

• また、様々なリスクに対応しながら長期持続的な企業価値向上を実現するためにも、増加した債
務を早期に解消するとともに、これまで以上にコスト管理、投資管理を徹底し、財務体力の復元、
経営基盤の強化に努めてまいります。

• 最後になりましたが、足元では厳しい経営環境ではございますが、グループ一丸となってこの難局を
乗り切る覚悟でございます。新型コロナウイルスの感染拡大の早期終息を願うとともに、鉄道という
重要な社会インフラを担う企業として、その使命を果たしてまいります。そして、全てのステークホル
ダーの皆様にお応えするためにも、長期持続的な企業価値向上に努めてまいります。

• 私からは以上です。



• 財務部長の藤原でございます。

• 20年3月期決算につきまして、ポイントを絞ってご説明いたします。

• まず、11ページの単体の概要をご覧ください。







• 営業収益は、運輸収入の減により、対前年▲190億円の減となりました。

• 営業費用は、修繕費や業務費、減価償却費の増等により対前年119億円

の増となり、

• 結果、対前年▲309億円の営業減益となりました。

• 一方、特別損益では、19年3月期に計上致しました災害損失の反動で大き

く改善し、当期純利益は対前年70億円の減益となりました。

• なお、対第２四半期予想では、▲430億円の減収、▲73億円の費用減と

なりました。

• 運輸収入の主な増減要素につきましては12ページをご覧ください。



• 運輸収入は、通期で8,568億円と対前年▲166億円の減、対計画▲421

億円の減と大きく下振れました。

第３四半期累計では概ね計画通りに進捗しておりましたが、新型コロナ

ウイルスの感染拡大に伴い、第４四半期の3か月だけで対前年▲371

億円の減となったことにより、通期として計画を大きく下回りました。

• また、新幹線収入4,412億円のうち、山陽新幹線が対前年▲124億円減の

4,017億円、北陸新幹線が同▲34億円減の395億円でございました。

• なお、表にはございませんが、インバウンド運輸収入は、通期で対前年▲10億

円減の301億円、通期目標である358億円に対して▲56億円のショートとなり

ました。

• 単体営業費用の主な増減要素につきましては14ページをご覧ください。





• 主な増減理由は、

修繕費は、定期的な検査・修繕の波動増、

業務費は、システム関連経費の増、

減価償却費は、19年3月期新規稼働資産の平年度化等です。

• なお、対予想▲73億円減の主な理由は、

人件費は、21年3月期賞与の対前年月数減や、働き方改革進捗に

伴う超勤手当の減、

修繕費は、一部工事の期ズレや、台風19号災害に伴う車両検査量の

減等などによります。

• 続きまして、連結の概要は、16ページ、17ページをご覧ください。





• 流通業の営業収益は、対前年▲194億円減の2,260億円となりました。

ただし、駅ナカテナントとの契約方式変更に伴う収益計上方法の変更影響を

除けば、コロナ影響を飲み込み、実質＋22億円の増収です。

これは、SEJ提携店舗等駅ナカ業態の好調、および、ヴィアインの平年度化・新

規開業が寄与したことによります。

営業利益は、ヴィアインの開業経費に加え、コロナ影響が大きく、対前年▲22

億円減の38億円でした。

• 不動産業の営業収益は、対前年＋166億円増の1,651億円となりました。

不動産賃貸・販売業が、販売事業を中心に堅調に推移したことによります。

営業利益は、SC業でのリニューアル支障に加え、コロナ影響等もあり、対前年

▲7億円減の349億円でした。

• その他事業の営業収益は、対前年＋22億円増の1,836億円となりました。

ホテル業での奈良ホテルの新規連結や、12月決算の旅行業でのGWの売上

好調などによります。

営業利益は、ホテル業でのヴィスキオの開業経費に加え、コロナ影響が大きく、

対前年▲15億円減の197億円でした。

• 私からは以上です。
















